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基本的な考え方 

 

地方独立行政法人鳥取県産業技術センター（以下「センター」という。）は、平成１９年４月以降、

地方独立行政法人として１０年以上にわたり、「企業のホームドクター」として活動を継続してきた。

その間、平成２０年の米国リーマン・ショック後に発生した日本たばこ産業株式会社米子工場の閉鎖、

鳥取三洋電機株式会社及び日立金属株式会社鳥取事業所の事業再編など、長きにわたり県内の基幹的

製造業としての役割を担ってきた主要企業再編に伴う県内産業構造の転換、さらには日ＥＵ経済連携

協定やＴＰＰ１１協定（環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定）の締結など、

県内企業を巡る経済・競争環境が大きく変化する中にあって、県内唯一の工業系試験研究機関として

の役割及び使命を認識した上で、継続的に県内企業ニーズの把握、及びセンターが提供すべき支援機

能の充実、発揮に努めてきた。 

特に第３期中期目標期間（平成２７～３０年度）においては、積極的な企業訪問によりセンター利

用企業数も着実に増加しつつあり、多くの県内企業の研究･製品開発のサポートにつなげている。ま

た、ＩｏＴ（※）技術導入や次世代デバイス開発など企業ニーズが高まりつつある成長分野に対応し

た人材育成事業を展開するとともに、機動性高いプロジェクト型研究会（企業とともに実証試験や試

作等を重ねる研究会をいう。以下同じ。）の導入など、企業ニーズに沿った新たな取組も進みつつあ

る。結果として県内企業への技術移転件数が大幅に増加するなど、県内企業の技術力向上や利益確保

に貢献してきたところである。 

 

（第３期中期目標期間における主な成果） 

 ○小規模事業者との取引関係に強みを有する県内３信用金庫と連携協定を締結し、これまでセンター利用 

がなかった企業に対し合同企業訪問を行うなどしながら、利用促進を図ったこと等により、センター利 

用企業が大きく増加した。（小規模事業者の登録数は１９７社に増加、機器利用等件数は第２期中期目 

標期間（平成２３～２６年度）比１．４倍に増加） 

○プロジェクト型研究会（医療機器、素形材、食品開発等）の設置・運営により、技術移転件数が増加し 

 た。（センターが定めた目標指標比１．５倍、知的財産出願件数の増） 

○オーダーメイド型研修などの人材育成メニューを拡充し、参加者数が第２期比の２倍に増加した。 

○外部資金獲得により、自己収入額が第２期比で１０％増加した。 

○関東圏域外公設試験研究機関では唯一となる広域首都圏輸出製品技術支援センターとの連携体制確保に 

 より、県内企業の製造品海外認証規格支援を開始し、火災検出器の海外認証規格について県外専門家か 

ら支援を受けるなど、海外販路拡大に貢献した。 

 

しかしながら、課題もある。第４次産業革命進展に伴うパラダイムシフトを背景に、県内企業にお

いても、ＩｏＴ・ＡＩ（※）・ロボット等の技術導入による生産性向上を図る動きやニーズが活発化

していることから、当該技術の実装及び人材育成支援に向け、更なる拠点機能の整備・発揮が求めら

れる。加えて、県内企業を巡る技術進化が加速していることと併せ、国際経済状況も大きく変動しつ

つあり、自前主義によるサービス提供には自ずと限界があることから、県内外関係支援機関とのより

一層の機能連携を図りながら、センターによる提供サービスの質をさらに高めていく必要がある。 

 また、県内有効求人倍率の上昇（平成２６年平均：１．０９倍→平成３０年９月：１．６４倍）や

全国的な高齢化・人口減に伴う生産年齢人口減少を背景として、県内企業が直面する「人手不足･人

材不足の深刻化」などの経営課題も、現実問題として強く顕在化しつつある。このような中、県内Ｇ

ＤＰ（県内総生産）の２兆円達成（平成３２年度目標）への道筋を確かなものとすべく、平成３０年

３月に鳥取県経済成長創造戦略を策定したところであり、鳥取大学発の世界的技術「染色体工学技術」

等を活用したバイオ関連産業、グローバル市場展開への期待も高まる県内の農林水産資源関連ビジネ
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スなどの戦略的推進分野に加え、成長３分野（自動車・航空機・医療機器）など、これまで官民一丸

となって築き上げてきた成長の萌芽を、研究開発や人材育成等を通じながら付加価値に転換していく

ことが不可欠である。 

 このようなことから、第４期中期目標期間においては､これまで同様に「企業のホームドクター」

としての機能充実、発揮に努めるとともに、特に以下の点に留意しながら、各種取組を推進していく

ことを求める。 

 ・鳥取県経済成長創造戦略をはじめとする県施策推進に積極的に貢献すること 

 ・ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット等先端技術（第４次産業革命関連技術）の実装支援機能を整え、県内企

業の生産性向上に貢献すること 

 ・各種サービス（技術支援、研究開発、人材育成）提供に際しては、センターが主体性を発揮しな

がら県内外の関係支援機関との機能連携を図った上で、具体的支援を行うこと 

 さらに、理事長のリーダーシップのもと、県内企業ニーズを機敏に捉えつつ柔軟かつダイナミック

な組織・事業運営に取り組むなど、地方独立行政法人としての機能を最大限活用しながら県内企業の

技術力向上、利益確保に貢献することを強く期待して、次のとおり第４期中期目標を定める。 

 なお、本中期目標規定項目の着実な遂行、達成に向け、ＰＤＣＡサイクル（※）を有効に機能させ

るため、ＫＰＩ（重要業績評価指標）を併せて定めることとし、センターは中期計画（※）の中でＫ

ＰＩ毎の目指すべき指標水準を設定しなければならない。その際、以下のＫＰＩ設定意図をよく踏ま

え、適切な指標水準を設定するとともに、その達成に努めなければならない。 

 ・ＫＰＩは数字を追うことが狙いではなく、達成による成果発現を期待するものであること 

 ・過去のセンター実績数値にこだわることなく、同様な活動を行う他法人の実績等も踏まえ、適切

な指標水準を設定すること 

 ・本中期目標で設定したＫＰＩに加え、センター独自でのＫＰＩを追加設定することも可能である

こと 

（※）「ＩｏＴ」：「Internet of Things」の略であり、世の中の様々な物体（モノ）に通信機能を持たせることにより、離れた“モノ”の状態を

知り操作することのできる技術 

（※）「ＡＩ」：「Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ」の略であり、人間の知的能力をコンピューター上で実現する技術 

（※）「ＰＤＣＡサイクル」：Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）を繰り返すことによって、事業・経営管理などの管理

業務を継続的に改善していく手法 

（※）「中期計画」：県が定めた中期目標に従い、センターが策定する中期目標期間における事業計画 

 

 

 

Ⅰ 中期目標の期間 

 

中期目標の期間は、平成３１年４月１日から平成３５年３月３１日までの４年間とすること。 

 

 

Ⅱ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

県内産業の発展には、中小製造業の技術力の向上、品質の信頼性の確保、新たな技術開発への挑

戦といった産業活力が大きな力となる。これらを実現するため、県内企業が抱える技術的な課題を

最大限に解決していくための技術支援体制を強化し、利用企業の満足度向上に向けた各種取組を推
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進すること。 
 

【ＫＰＩ①】企業訪問件数 

積極的な企業訪問を通じ、利用企業（新規利用を含む。）の裾野拡大を図るとともに、企業

現場ニーズの把握と課題解決等を推進していくことが重要であることから､本指標を設定す

る｡ 

なお、訪問意図（新規利用企業開拓、企業の課題解決等）を明確化した訪問件数を評価対    

象とするものであることに留意すること。 

【ＫＰＩ②】センター利用企業の満足度 

技術相談や依頼試験等サービスに係る満足度を把握し、企業ニーズに応えるサービスの改善、

提供を行っていくことが重要であることから、本指標を設定する。 

なお、課題解決内容など「満足」とする内容を明確化しながら、利用企業から意見を伺うよ

う留意すること。 

 

（１）技術的課題解決のための技術相談 

 県内企業が抱える技術的課題に関する技術相談を着実に行うことができる体制を整え、適切なア

ドバイスや情報提供等を行うこと。そのため、センター職員による対応に加え、関連する支援機関

や大学等との連携も十分活用しながら、技術課題へのきめ細かな対応力を強化すること。 

 また、積極的な企業訪問により県内企業が抱える技術課題を把握するとともに、新たな利用企業

を開拓するなど利用企業の裾野拡大を図ること。 

 

（２）製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機器利用、依頼試験・分析 

中小企業、特に小規模事業者においては、より厳しい品質基準や高性能化等に対応した機器や人

材を確保することが困難であることから、これらに対応する試験・分析機器の計画的な整備、提供

する試験・分析メニューの充実、サービス提供時間や手続等の継続的な改善など、効率的な支援体

制を整備するとともに、技術支援内容の質的向上を図ること。 

そのため、常に利用状況や企業ニーズを把握し、必要な機器、試験・分析メニューを維持、追加

するとともに、老朽化した機器設備の更新、稼働率の低い機器設備の処分等もその必要性を検討の

上、適切に実施すること。 

また、センターが地方独立行政法人として発足して以降、機器利用等に係る支援件数は増加傾向

にあるが、センターにおける技術スタッフの配置や他の技術支援機関との連携などを組み合わせな

がら、引き続き効率的かつ効果的な支援に取り組むこと。 

 

（３）新事業の創出、新分野進出のための支援 

新規事業の立ち上げ又は新製品開発を目指す県内企業等に、インキュベーション（※）施設など

の研究開発の場を提供し、研究開発途上で生じた諸課題の解決に向け技術支援を実施すること。 

また、関係機関と連携し、関連する市場動向や販路などの情報提供を含めた総合的な支援にも取

り組むこと。 

（※）「インキュベーション」：設立して間もない新企業に公的機関等が経営技術、資金や人材など提供しながら、育成すること 

 

（４）生産性向上のためのＩｏＴ・ＡＩ・ロボット等先端技術の実装支援 

 県内企業ニーズが高まっているＩｏＴ・ＡＩ・ロボット等先端技術を活用した取組を支援すべく、

とっとりＩｏＴ推進ラボ（※）や県内外関係機関と連携しながら、当該技術の実装支援拠点機能を

整備するとともに、拠点機能の発揮により県内企業の生産性向上に貢献すること。 



- 4 - 

 

（※）「とっとりＩｏＴ推進ラボ」：地域課題の解決及び地域産業の生産性向上に向けたＩｏＴプロジェクトを支援するため、経済産業

省から地域選定を受け、平成２９年１１月に設立した組織である。平成３０年１０月現在、８５団体・企業が参画している。 

 

（５）グローバル需要獲得のための支援 

海外市場展開を目指す業種や企業が増加しつつあることから、県内企業のグローバル需要獲得ひ

いては収益力向上を図るため、情報収集や県内企業への情報発信を行うこと。 

また、引き続きＨＡＣＣＰ（※）等の食品認証取得支援に取り組むほか、ＥＭＣ（※）関連規格

やＣＥマーク（※）等製造品国際規格認証の取得支援についても、第３期中期目標期間において連

携体制を構築した広域首都圏輸出製品技術支援センターに加え、独立行政法人日本貿易振興機構等

の県内外関係機関と連携して取り組むこと。 

（※）「ＨＡＣＣＰ」：「Hazard Analysis and Critical Control Point」の略であり、食品の製造工程における国際的な品質管理システム 

（※）「ＥＭＣ」：「Electro-Magnetic Compatibility（電磁両立性）」の略であり、複数の電気・電子機器が同じ電磁的環境に混在して

いるとき、お互いに悪影響を及ぼさずに正常な動作を行うための機能 

（※）「ＣＥマーク」：「Conformite Europeenne」の略であり、販売・流通する工業製品がＥＵ加盟国の安全基準を満たしていること

を示すマーク 

 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 
 

【ＫＰＩ③】技術移転件数 

【ＫＰＩ④】知的財産権の出願件数及び実施許諾件数 

企業収益確保につながる研究開発を行い、その成果を実用化するとともに、成果の権利保護

を図っていくことも重要であることから、本指標を設定する。 

【ＫＰＩ⑤】研究開発プロジェクト件数（取組件数、うち独自技術確立件数） 

 企業への技術移転はもとより、より経済効果の高い研究成果を創出していくためにも、企業

等関係機関とともに取り組む研究開発プロジェクト（大型プロジェクト、共同研究、受託研究）

を推進していくことが重要であることから、本指標を設定する。 
 

（１）企業の収益力向上を目指す実用化研究（短期的視点での研究） 

実用化研究の推進に際しては、企業ニーズや国・県等の施策、市場動向を的確に把握し、県内企

業への短期的な技術移転と実用化に加え、企業の収益確保を常に意識しながら、各種取組を推進す

ること。 

その際、センター単独での実施が困難な研究や研究成果の実用化等については、強みと意欲を有

する県内企業、大学、農林水産系公設試験研究機関等と連携しながらプロジェクト型の共同研究と

して積極的に取り組むとともに、共同研究の実施に当たっては、センターがリーダーシップを発揮

しながらプロジェクトをけん引すること。 

  また、企業等から要請のあった技術開発については、センターが取り組むことによって開発に向

けた課題の解決が促進され、関係企業のみならず県内産業界に広く受益が及ぶものについて、受託

研究として取り組むこと。 

さらに、研究テーマの設定に際しては、企業ニーズに応じた内容とするとともに、鳥取県経済成

長創造戦略において位置づけた戦略的推進分野に加え、ＥＶ・自動運転支援システム等の次世代自

動車技術や、精密加工技術等を有した県内製造業による医療機器開発などの成長３分野（自動車・

航空機・医療機器）、豊富な農林水産資源を活用した高付加価値な食品開発分野、さらにはＩｏＴ・

ＡＩ技術導入による生産性向上を目指した取組など、県内企業の競争力強化及び新たな事業展開に

結びつく研究テーマを積極的に設定すること。加えて、県内の重要な基盤的産業である電機･電子、

機械･金属分野等の高度化、グローバル需要の獲得、さらには地域の強みを活かしながら新事業創

出を目指した研究にも取り組むこと。 
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なお、研究推進に際しては、研究テーマの設定から研究成果に関する事後評価まで、外部専門家

の意見も取り入れながらＰＤＣＡサイクルを回していくこと。その際、市場動向や今後の県内産業

界の動向、さらには技術移転の可能性についても考慮した上で、研究テーマ及び研究継続の決定や、

必要な研究費の配分等を行うこと。加えて、得られた研究成果は関係者に広く周知し、研究成果の

普及と技術移転を推進すること。 

 

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研究（中長期的視点での研究） 

新産業創出を目指したシーズ開発、今後成長が見込まれるものの県内企業による独自の取組が困

難と考えられる技術分野など、中長期的な視点での戦略的かつ基盤的な研究開発（以下「基盤的研

究」という。）について、将来的な国内外の経済・産業動向や県内の技術動向などをよく見据えな

がら、各種取組を推進するとともに、鳥取県経済成長創造戦略など県や国の政策動向をよく考慮し

た上で、研究テーマ設定を行うこと。 

また、基盤的研究によって得られたシーズや成果については、高付加価値な製品開発や新事業・

新産業創出に向け、県内企業への技術移転を前提とした実用化研究へと発展させること。 

なお、基盤的研究の推進に際しては、競争的資金等の外部資金を積極的に活用すること。 

 

（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

研究着手段階から知的財産権の取得、及び県内企業への実施許諾を行うことを強く意識しながら

研究に取り組み、その成果により取得した知的財産権を積極的に公開し技術移転を進めるなど、効

果的な知的財産創出サイクルを確立すること。 

なお、知的財産権の取得に当たっては、弁理士等の知的財産専門家を活用して新規性や活用の見

込みについて十分検討するとともに、成果の普及においても関係機関と十分連携して取り組むこと。 

 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 
 

【ＫＰＩ⑥】人材育成メニューの充実（参画企業数、参画者数、育成者数） 

県内企業の課題解決を図るには、企業ニーズに応えるきめ細かな人材育成メニューを提供し、

高度産業人材をより多く輩出していくことが重要であることから、本指標を設定する。 
 

企業ニーズの高いオーダーメイド型人材育成メニューの提供など、これまでに培ってきた産業人

材育成のノウハウを活かしながら、引き続き積極的に企業内人材等を受け入れるとともに、県内も

のづくりの現場において研究開発力や製造技術・商品化手法等の技術力を高め、あらゆる課題解決

に積極的に取り組むことができる高度産業人材育成に取り組むこと。 

 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 
 

【ＫＰＩ⑦】県内外機関との連携支援プロジェクト件数（センターが主体的に組成するもの） 

     提供サービスの質的向上を図るため、センター単独によらず、強みを有する県内外関係機関

と連携しながら支援活動を推進していくことが重要であることから、本指標を設定する。 
 

 企業の技術開発や事業化を目指した取組を強力に支援するため、自前主義によるサービス提供だ

けによることなく、公益財団法人鳥取県産業振興機構などの産業支援機関、国立大学法人鳥取大学

などの学術機関、金融機関などの県内機関はもとより、国立研究開発法人産業技術総合研究所や他

県公設試験研究機関などの県外機関とも迅速かつ緊密に連携し、センターによる提供サービスの質

的向上をより一層図ること。 
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 その際、企業現場の課題を共有し解決策を提供するため、センターが主体性を発揮しながら、関

係機関との連携支援体制を構築すること。 

 

５ 積極的な情報発信、広報活動 

県内企業の技術開発及び生産活動を支援するため、ホームページや各種広報媒体を活用するとと

もに、講習会やセミナー、研究発表会等の開催を通じて、センターの技術的知見や最新の技術情報

等について、積極的かつ効果的に情報発信すること。 

また、これまでセンターの利用実績がない企業等へのＰＲに加え、他機関と連携した情報発信な

ど、効果的な手法を活用しながら利用企業の増加に努め、センターの利用拡大を図ること。 

 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 

１ 機動性の高い業務運営 

理事長のリーダーシップのもと、迅速な意思決定に基づく機動性の高い業務運営を行うこと。そ

のためには、社会情勢や企業ニーズなどセンターを取り巻く環境の変化に応じて絶えず点検・見直

しを行い、質の高い的確なサービスを県内企業へ提供できる運営体制とすること。 

職員の配置に際しては、本県産業の将来像と今後の技術動向を見据え、中長期的な視点に基づい

た職員採用に努めるとともに、県内産業界の状況に対応した組織・職員配置を的確に行うこと。 

その際、必要に応じて技術スタッフを配置するほか、センター職員も自前主義に陥ることなく、

任期付職員の採用、企業からの研究員派遣、クロスアポイントメント制度（※）の活用など、県内

外の支援機関や企業等から迅速に技術支援・人材確保を図っていく取組を推進すること。 

   さらに、センターが取り組む目標や責務について、職員の共通認識を図るとともに、鳥取・米子・

境港３施設間における情報の共有化についても徹底すること。  

このような業務運営による実績は、センター評価委員会（※）意見を踏まえ知事が評価し、その

評価結果を役員報酬（退職手当を含む。）に反映させること。 

（※）「クロスアポイントメント制度」：研究者等が大学、公的研究機関、企業の中で、二つ以上の機関に雇用されつつ、それぞれ

の機関における役割に応じて研究・開発等に従事することを可能にする制度 

（※）「センター評価委員会」：地方独立行政法人法の規定に基づき、知事の附属機関として設置されるものであり、センターの

業務実績評価案について意見を述べる等の役割を有している 

 

２ 職員の意欲向上と能力発揮 

県内企業の技術的課題の解決、技術移転を意識した研究開発の推進を行う人材の育成を継続的に

行うとともに、関係機関と連携したプロジェクト実施に際しては、センターが主体性をもって時代

の変化に的確に対応した研究活動・支援活動を推進するため、センター内におけるコーディネート

型人材・プロデュース型人材の育成に取り組むこと。 

その際、職員の能力や志向等踏まえながら、国立研究開発法人産業技術総合研究所や大学など研

究開発機関や学術機関等への職員派遣など、多様な人事交流制度を活用すること。 

また、客観性・透明性の高い職員評価を行うとともに、評価結果を勤勉手当、昇給、昇進、職員

配置等に反映させ、継続的に職員のレベルアップに繋げること。 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 

 
 

【ＫＰＩ⑧】外部資金の新規獲得件数 

     財務の安定化に加え、研究開発資金や企業ニーズの高い機器設備の整備など、提供サービ 

スの質的向上に向け、外部資金を積極的に獲得していくことが重要であることから、本指標 

を設定する。 
 

１ 予算の効率的運用 

運営費交付金（県から毎年度センターへ交付）を充当して実施する業務（臨時的経費及び職員人

件費を除く。）については、期間開始前に示す基準に沿って、毎事業年度において経費抑制を行う

とともに、事務処理の簡素化・効率化、施設・設備の有効利用の徹底、外部委託の活用など、業務

運営の効率化と経費抑制を目的とした見直しを恒常的に実施すること。 

また、センターの業績に応じたインセンティブとして、業績評価に基づき増減させる算定ルール

を適用する。 

なお、経費抑制に当たっては、利用企業等へのサービスを低下させることのないよう努めること。 

 

２ 自己収入の確保 

県内企業等の機器利用や依頼試験への積極的な対応や、知的財産権の効果的な取得・活用によっ

て実施許諾を推進するとともに、企業や大学等との共同研究等による競争的資金等外部資金の積極

的な獲得に努め、運営費交付金以外の収入を確保すること。 

なお、知的財産権の実施許諾に伴う使用料収入額のうち、センターと職員間における配分につい

ては、知的財産関係法令等に基づいて設定したルールを遵守すること。 

 

３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有効活用 

経営努力により生じた剰余金については、研究開発の推進、機器・設備の充実等によって提供す

るサービスの質的向上を図るため、計画的かつ有効に活用すること。 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用 

（１）法人運営における内部統制の強化 

理事長のリーダーシップのもと、地方独立行政法人法に規定された内部統制（平成３０年４月１

日改正法施行により規定）の推進及び充実を図るとともに、センター内での業務・組織運営に係る

ＰＤＣＡサイクルを徹底すること。 

 

（２）法令遵守及び社会貢献 

法令遵守はもとより、職員は全体の奉仕者としての自覚に立ち、職務執行に対する中立性と公平

性を常に確保し、県民から疑惑や不信を招くことのないよう努めること。特に、研究成果やデータ

等の不正を惹き起こさない環境づくりに努め、公設試験研究機関としての対外的な信頼性を確保す

ること。 

また、法令遵守や適切で安全な設備の使用・管理等に関して、職員に対する研修を継続的に実施

するとともに、確実な実施に向けた組織体制の整備を行うこと。 



- 8 - 

 

さらに、県民とともに歩む組織として、地域イベントや奉仕活動への参加などの社会貢献に取り

組むとともに、関係法令の規定に基づき、障がい者や高年齢者など、多様な人材確保と活用を図る

こと。 

 

（３）情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 

個人情報や企業からの相談や研究等の依頼など職務上知り得た情報について守秘義務を徹底す

ること。特に、企業が有する独自技術やノウハウについては、その取扱いを慎重に行うこと。 

また、電子媒体等による情報管理についても、職員への教育を徹底し、漏洩防止に万全を期する

こと。 

情報公開関連法令等の規定に基づく事業内容や組織運営状況等の情報公開についても、適切に実

施すること。 

 

（４）労働安全衛生管理の徹底 

職員が安全で快適な試験研究環境において業務に従事できるよう、十分に配慮すること。 

また、安全管理体制の徹底を図るとともに、規程の整備や職員への安全教育を実施するなど、労

働安全衛生関係法令等を遵守すること。 

さらに、産業医による職場巡視や職員のメンタルヘルスケアの推進等、働きやすい環境づくりに

向け、継続的に職場環境の改善に取り組むこと。 

 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 

業務運営に際しては、環境に配慮した運営に努めるとともに、研究活動の実施、施設・設備、物

品等の購入や更新等に際しては省エネルギーやリサイクルの促進に努め、環境負荷を低減するため

の環境マネジメントサイクルを確立し、継続的な見直しを実施すること。 

 

３ 災害等緊急事態への対応 

地震、風水害等の災害や事故等の緊急事態が発生した場合のリスクを最小限とするため、ＢＣＰ

（事業継続計画）を策定すること。 

また、緊急事態が発生した場合に、迅速な情報伝達・意思決定など適切な初動対応ができるよう、

連絡体制や責任者を明確化するとともに、定期的に訓練を実施すること。 

 

 

 


